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中国税務 

増値税改革－建築業編 
 

2016年 3月 24日、財政部および国家税務総局はウェブサイト上で「営業税に

代えて増値税を徴収する試験の全面的な実施に関する通知」（財税[2016]36

号）（以下、36号通達）を公布した。当該通達に基づき、2016年 5月 1日か

ら営業税に代えて増値税を徴収する試験（以下、増値税改革試験）が全面的に

実施され、建築業、不動産業、金融業および生活サービス業もその対象とな

る。これにより、従来は営業税の対象であった業種もすべて増値税の対象に移

行する。Tax Analysis P233、P234、P235では、増値税改革試験の実施が不動

産業、金融サービス業、生活サービス業に与える影響をそれぞれ分析したが、

本 Tax Analysisでは、建築業に関する規定および当該業種に対する影響につい

て分析する。 

 

36号通達における建築業に対する政策の要点 

 

2016年 5月 1日から、建築業は増値税の課税対象となる。建築業に対する営業

税税率は 3%であったが、増値税改革試験の実施後、一般納税者には 11%の税

率が適用され、小規模納税者には 3%の徴収率が適用される。 

 

建築サービスの範囲 

 

建築サービスとは、各種の建築物、構築物およびその附属施設の建造、修繕、

装飾と、線路、配管、設備、施設等の据付およびその他の工事作業の業務活動

を指す。具体的には以下のサービスを含む。 

 

 工事サービス - 各種の建築物、構築物を新築、改築する工事作業。建築

物と連なる各種の設備または支柱、操作プラットフォームの据付または

備付の工事作業、および各種の窯炉と金属構造の工事作業を含む。 

 

 据付サービス – 生産設備、動力設備、クレーン設備、運搬設備、伝導設

備、医療実験設備およびその他の各種設備、施設の組立、据付の工事作

業。据付設備と連なる作業台、梯子、欄干の備付工事作業、および据付

設備の絶縁、防腐、保温、塗装等の工事作業を含む。固定電話、ケーブ

ルテレビ、ブロードバンド、水道、電気、ガス、スチーム等の経営者が

ユーザーから受領する据付費、初回設置費、開設費、拡張費および類似

の費用は、据付サービスとして増値税を納付する。 

 

 修繕サービス – 建築物、構築物に対して修繕、補強、養生、改善を行

い、従来の使用価値を回復するか、その使用年数を延長する工事作業。 

 

 内装サービス – 建築物、構築物に対して装飾、内装を行い、見栄えを良

くする、あるいは特定の用途を持たせる工事作業。 

 

 その他の建築サービス – 上記の工事作業以外の各種の工事作業サービ

ス。例えば、掘削（井戸掘り）、建築物または構築物の取壊し、土地の

整地、園林緑化、浚渫（水路の浚渫を含まない）、建築物の移動、足場

の組立、爆破、鉱山の穿孔、表面附着物（岩層、土層、砂層等を含む）

の剥離および取払い等の工事作業。 
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簡易課税方式の適用 

 

36号通達の規定に基づき、建築業の納税者が簡易課税方式を適用する場合、取得した代金総額および代金以外の費用か

ら支払った下請代金を控除した後の残額を売上額とする。 

 

36号通達によれば、小規模納税者に簡易課税方式が適用されるほか、一般納税者が以下の建築サービスを提供する場合

にも、3%の徴収率に基づく簡易課税方式を適用することができる。これらのサービスを提供する場合、建築企業が控除

できる仕入税額は限られている可能性があることから（例えば、“甲供”工事における建築企業の主な原価は人件費支

出であるため、仕入税額が限られる）、より低い徴収率の適用によって建築企業の税負担を減じるために、このような

規定が設けられたと考えられる。 

 

 “清包工”方式で提供する建築サービス – 当該方式では、施工者は建築工事に必要となる材料を購入せず、ある

いは補助材料のみを購入し、人件費、管理費あるいはその他の費用のみを受領する。 

 

 “甲供”工事で提供する建築サービス – 当該工事では、全部または一部の設備、材料、動力を工事の発注者が自

ら購入する。 

 

 旧プロジェクトの建築工事において提供する建築サービス – 旧プロジェクトの建築工事とは、以下を指す。  

 「建築工事施工許可証」に記載された契約の着工日が 2016年 4月 30日以前の建築工事プロジェクト 

 「建筑工事施工許可証」を取得していない場合は、建築工事請負契約に記載された着工日が 2016年 4月 30日

以前の建築工事プロジェクト 

 

一般納税者である建築企業が簡易課税方式を選択適用する場合、仕入税額は控除できないということに留意が必要であ

る。また、その場合に、当該納税者が自ら増値税専用発票を発行できるのか、あるいは所轄税務機関が増値税専用発票

を代理発行しなければならないのかということについて、36号通達では言及していない。この点についての明確化が待

たれる。 

 

県（市）をまたがって提供する建築サービス 

 

建築業では、県（市）をまたがって建築サービスを提供することがよくある。これまで、納税者が建築業の役務を提供

する場合には、役務発生地の所轄税務機関で営業税を申告、納付しなければならなかった。増値税改革試験の実施後

は、納税者が県（市）をまたがって建築サービスを提供する場合、建築サービスの発生地で税額を予納した後、機構所

在地の所轄税務機関で納税申告を行うことになる。具体的な規定は下表のとおりである。 

 

 建築サービスの発生地（税額の予納） 

 

機構所在地（納税申告） 

 予納額の 

課税標準 

 

仮徴収率/ 

征收率 

売上額 税率/ 

征收率 

一般納税者 

（一般課税方式） 

 

代金総額および代金

以外の費用から支払

った下請代金を控除

した後の残額 

 

2% 代金総額および代金

以外の費用 

11% 

一般納税者 

（簡易課税方式）* 

 

代金総額および代金

以外の費用から支払

った下請代金を控除

した後の残額 

 

3% 代金総額および代金

以外の費用から支払

った下請代金を控除

した後の残額 

3% 

小規模納税者 

 

代金総額および代金

以外の費用から支払

った下請代金を控除

した後の残額 

 

3% 代金総額および代金

以外の費用から支払

った下請代金を控除

した後の残額 

3% 

 

* 特定の状況（例えば、旧プロジェクトの建築工事）において、一般納税者は簡易課税方式を選択適用して増値税を計

算、納付することができる。 

 

建築業に対する影響 

 

建築業および不動産業は全体の国民経済の中で重要な地位を占めているため、これらの業種は社会の関心を集める。不

動産業の川上にある産業として、建築業の増値税税率、インボイス（発票）の発行、税額の納付、契約の締結等は業種



全体に大きな影響を与える。 

 

今後の利益が圧迫される可能性がある 

 

建築業に適用される営業税税率は 3%であったのに対し、増値税改革試験の実施後に適用される増値税税率は 11%であ

る。また、営業税は内税であったが、増値税は外税である。もし建築企業が価格の調整を通じて増値税の負担を川下の

企業に転嫁することができなければ（すなわち、価格は不変であると仮定する）、11%の売上税額を除いた後の営業収

入は、増値税改革試験の実施前における営業税控除後の純営業収入を大幅に下回ることになる。一方、原価について見

ると、建築業の原価に占める割合が大きい人件費、材料等の支出は、実務上、増値税専用発票の入手が難しい場合があ

る。そのため、税率の上昇がもたらす税負担の増加を仕入税額の控除によって緩和することはできないかもしれない。

よって、現在でも利益の薄い建築企業は、少なくとも短期的には、増値税改革試験の実施によって更に利益を圧迫され

る可能性がある。 

 

同時に、増値税改革試験の実施後、建築企業の購入する原材料、固定資産等の資産項目については、会計上、原価から

仕入税額を控除することになるため、資産の帳簿価額は従来よりも小さくなる。ゆえに、企業の資産構成にも変化が生

じるかもしれない。   

 

原価および税務管理に関する課題 

 

増値税改革試験の実施後は、各原価または費用支出に係る仕入税額が控除の対象となるか否か、およびその具体的な控

除金額が、建築企業の全体の原価に影響を与える。よって、建築企業が入札を行う際、プロジェクトの施工過程におけ

る控除可能な仕入税額を予測しなければ、工事原価を正確に見積もることはできない。このことは、今後の建築企業の

入札作業をより複雑なものにするであろう。また建築業の現状に基づき、このような予測には往々にして困難が伴うと

考えられる。 

 

一方で、増値税改革試験の実施により、企業に求められる税務管理の水準も高まる。営業税と比べて、増値税の会計計

算および税務管理は一般的により細かく、複雑である。特に発票の管理にかかわるリスクに留意が必要である。もし増

値税専用発票を虚偽発行することがあれば、処罰される可能性もある。よって、建築企業は増値税管理にかかわる規則

や運用マニュアルを策定し、系統的な手段によってリスクを防止することが必要になる。 

 

 

対応策に関するアドバイス 

 

現状のレビューを行う 

 

企業はできるだけ早く増値税にかかわる業務プロセスのレビューと、リスクがどこにあるかの識別、サプライヤー情報

の収集、分類および整理、課税方式の選択を行い、それに基づいて対応策を策定しなければならない。また、自社の経

営モデルと収入の種類、および原価構成（材料・設備コスト、資金調達コスト、設計コスト、労務コスト、主な税金、

その他のコストを含む）をレビューし、各原価が占める比重と発票の取得状況についても分析する必要がある。 

 

サプライヤーの選定および管理を強化する 

 

増値税改革試験の実施後は、建築企業の仕入原価管理において、価格の高低だけでなく、サプライヤーの増値税納税者

としての身分にも注意を払う必要がある。サプライヤーを選定する際には、当該サプライヤーが一般納税者であるか、

小規模納税者であるかを考慮に入れ、全体的な増値税コストの負担について考えなければならない。 

 

契約管理を強化する 

 

増値税改革試験の実施後は外税である増値税が課されるようになるため、新しい契約を締結する際に、内税である営業

税が課されることを前提とした従来の契約書の雛型を用いることはできない。契約書における税金関連条項の約定が明

確でなければ、トラブルが生じる可能性もあるため、建築企業は契約書の雛型をレビューし、必要な変更を加えなけれ

ばならない。実務的な観点から、仕入と販売のそれぞれについて、合理的な代金の支払条件等を設定する必要がある。 

 

増値税改革試験に関する研修を実施する 

 

建築企業の従業員はこれまで増値税になじみがないため、これらの従業員に対して増値税の研修を行うことには重要な

意義がある。建築企業は具体的な業務に応じて、財務担当者、業務担当者および管理者に対する研修を行い、建築業に

関する増値税政策のアップデートをする必要がある。実務的に、一回の研修のみで必要な事項をすべて理解することは

難しい可能性もあるため、複数回に分けて研修を実施することも考えられる。 

 

参考として、対象者別の研修の重点を列挙すると、以下のとおりである。 

 

 財務担当者：増値税の基本法規の紹介、増値税にかかわる会計計算の要求、増値税の納税義務の発生時期、増値



税の申告および納付、増値税専用発票の管理、仕入税額の控除に関する規定、増値税管理における留意事項。 

 

 業務担当者：標準的または慣例的な契約における税金関連条項の策定、サプライヤーおよび顧客との価格の交

渉、増値税改革試験が商務契約の条項に与える影響、商務契約の交渉における留意事項、価格の構成、サプライ

ヤーの価格調整に対する対応策、仕入に係る発票の取得と控除に関する留意事項。 

 

 管理者：有效な税務管理、政策の最新動向、増値税改革試験による財務上の影響等。 

 

税務担当者の配置を見直す 

 

増値税改革試験の実施後、建築企業は新しい増値税のコンプライアンスと管理の要求に基づき、税務担当者を適切に配

置し、増値税の申告等の作業を行わなければならない。 

 

増値税管理マニュアルを策定する 

 

増値税管理マニュアルの内容には主に、増値税の重要なリスクポイントと統制措置（主に収入の認識時点、代金以外の

費用の処理、みなし販売、仕入税額の控除範囲、仕入税額の振替、増値税控除証憑の認証等を含む）、増値税の日常的

な管理の重点（主にサプライヤーと顧客の情報の管理等を含む）、および増値税の会計計算、納税申告、増値税発票の

管理等が含まれる。 
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